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１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）数字は記入しない

ア
イ
ウ

エ
② 意図（対象をどう変えるのか） ④ 成果指標（意図の達成度の指標）数字は記入しない

３ 総事業費・指標等の実績推移と目標値

エ

オ

福祉活動に取り組んでいる市民の割合

・市民
・地域コミュニティ（自治会等）
・ボランティア団体
・ＮＰＯ（分野、領域を問わず）

・福祉活動に取り組んでいる

名称
人口

地域コミュニティ数（自治会等）

NPO・ボランティア団体数

名称

ア

イ

地域福祉を支えるサービス基盤の整備を進めます。協働による地域福祉を実現します。サービスの向
上と利用者の保護を行います。相談体制、計画推進体制を充実させます。

ユニバーサルデザインのまちづくりを進めます。安心できる日常生活の支援を行います。

自立と社会参加を推進します。ボランティア・市民活動への支援を行います。

人を大切にし、支えあう地域
づくり

安全で安心できる地域づく
り

体系 具体的な取組内容

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

その人がその人らしく生きら
れる地域づくり

第2回国立市市民意識調査で、地域別で最も高い水準である西地域の15.3％を上回る数値を目標
値としました。

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

成果指標

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

成り行き値

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

目標値

成り行き値

目標値

オ 実績値

イ

ウ

目標値
エ

％

43

目標値

成り行き値

目標値

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

実績値

成り行き値

53 51
ウ 団体

40 45 45
見込み値

ア

58

実績値

実績値

実績値

イ 団体

エ

13.011.8 12.0
成り行き値

実績値 11.6 13.2 13.1 13.4 12.0

11.6 11.6
15.0 16.014.0

11.6 11.611.6 11.6

見込み値

72 72

74,329 74,432

対象指標

ア
73,80373,563

76,000

藤崎　秀明

見込み値

実績値 74,251 74,265 74,381

２　第２次基本計画期間（平成２３～２７年度）内における取組内容

ウ

24年度単位
見込み値

人

数値区分 22年度21年度20年度19年度 23年度 26年度25年度

7270実績値 72

実績値

72 72
7271

45 45

162,647

財
源
内
訳

都道府県支出金

地方債

一般財源

181,947

千円

千円

千円

人件費計  (B)

7,530

33,375

6,642 7,676延べ業務時間

30,605

施
策
コ
ス
ト

221,352

42,694
18,586

千円

トータルコスト(A)＋(B)

人
件
費

国庫支出金

事業費計  （A）
160,072

23 24
67 115,370

150,707
その他

35,038

73,160

18

445,983

福祉総務課地域福祉活動の推進

政策名

行政
評価
施策
体系

施策名

ひとを育てる・守る
施策
関係課

事務事業数

事
業
費

施策
統括課

単位
人

％

単位

団体

氏名

千円 48,270 18,649

本数

11,873
24,000

27 25
千円

21

2,360
129,927
150,936

150,054
0

209,092

250,062

15,399

0

12,465

40,970 50,726

158,681
225,970

276,696479,358千円

209,183

178,457

時間 3,881

19,300 27,521

251,957

千円

0 0

47,204
20,085

0

20

0

23,548
24,474

団体

27年度

施策マネジメントシート 

221,790

149,723
197,745

4,830

24,045

－１枚目－



４　施策の現状

５　２５年度の評価結果
（1） ２５年度行政経営方針の取組状況

（2） 施策の成果実績把握と評価
①成果指標目標値達成度（目標値と実績値との比較）

成果指標ア 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標イ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標ウ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標エ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標オ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標カ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

② 時系列比較（過去3ヶ年の比較） A（かなり向上）～E（かなり低下）

③ 他自治体との成果実績値の比較 A（かなり高い）～E（かなり低い）

※背景として考えられること

(3) 施策の全体総括（成果実績やコスト、見直しを要する事務事業等）

６　施策の課題・今後の方向性
・地域福祉計画の事業を着実に推進し、地域がともに支え合い、助け合う仕組みを推進する必要がある。２６年度以降は計画事業
の評価・点検を行っていく。
・災害時要援護者避難支援事業においては、青柳１丁目で得たノウハウを他地域に順次広げることで地域コミュニティ力の向上を
図っていく。
・孤立化防止に向けて、引き続き啓発活動を行うとともに、高齢者見守りネットワーク会議での議論や事業者・関係機関との見守りの
協定締結を進めていく。

(1) 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか？

(2) この施策に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

・ボランティアセンターと連携し、市内全域において地域福祉活動に取り組む人材の確保に努めた。
・保護司会活動については、日頃の活動に加え、北多摩西保護司会の事務局を平成２１年度から継続して平成２５年度も行った。
・災害時要援護者避難支援事業の取り組み状況をＰＲし、他地域に導入を呼びかけた。
・孤立化防止に向けて、市報等で情報提供を呼びかけるとともに、駅頭キャンペーンを実施した。また、高齢者見守りネットワーク会
議を発足し、「見守りリーフレット」を発行した。事業者・関係機関との見守りの協定締結を進めている。

２５年度行政経営方針 取組状況

孤立死による痛ましい事故を未然に防止するためには、異常
が見受けられる時の市への通報チャンネルを増やしていくこと
が必要であるため、引き続き市民・事業者への呼びかけ、ライ
フライン事業者等との連携を進めていく。
また、災害時に一人も見逃さずに避難を行えるよう、災害時要
援護者支援事業を継続して推進していく。

C:他自治体と比べてほぼ同水準である

①ア　東日本大震災に関するチャリティイベントなど単発のイベントへが減少していることが要因の一つと考えられる。
②　市民やＮＰＯ等、団体による福祉活動の成果を把握することは、きわめて困難である。対象指標である団体数は過去の
推移をみると大きな変化は見られない。
③　他の自治体でも、同様に事業を展開しており、特に差異は見られない。

福祉活動に取り組んでいる市民の割合

・孤立化防止に向けて、市報等で情報提供を呼びかけるとともに、
駅頭キャンペーンを実施した。また、高齢者見守りネットワーク会議
を発足し、「見守りリーフレット」を発行した。事業者・関係機関との
見守りの協定締結を進めている。
・災害時要援護者避難支援事業を実施し、モデル地区の青柳一丁
目に続き、そのノウハウを活用し、北２丁目みどり会で取り組みを始
めた。

高齢社会が進行する中、地域コミュニティを支える自治会やＮＰＯ、ボランティア団体等の数が伸び悩んでおり、一人暮らし高齢者
や高齢者のみの世帯、認知症高齢者をかかえる世帯、ひとり親世帯等の増加に加えて、児童・高齢者の虐待、ひきこもり、孤立死な
どの問題がみられる。
また、高齢化に伴う移動困難者の増加による外出、生活必需品の購入や見守り等の生活支援ニーズが指摘され、その支援が求め
られるようになってきている。
地域の課題解決に、民生委員・児童委員や地域の自治会などの存在が、以前にも増して重要視されてきている。
孤立死を防ぐための対策が求められている。

・新たな地域コミュニティの再生を図るため、この施策においても対策が必要との意見がある。
・孤立死を防ぐための対策が求められている。

C:成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

－２枚目－


